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新たな事業の開始に関するお知らせ 

 

当社は、2024 年６月 27 日開催の取締役会において、新たにファクタリング事業を参入することを決議

いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。なお、その第一歩として IT導入補助金を返済原資と

する債権に対するファクタリングを開始いたします。 

 

記 

１． 事業開始の背景・趣旨 

当社グループは、フィンテック事業、及びデジタルマーケティング事業を中心に事業を展開してお

ります。また経営方針として、積極的に新規事業への投資の実施を掲げております。 

 この度、新たに IT 導入補助金合格者へ交付する補助金を返済原資とする債権に対するファクタリ

ング(以下、「本ファクタリング」といいます)を開始することを決定いたしました。わが国は労働力人

口の減少に直面しており、労働生産性の向上が必要不可欠となっております。そうした中、生産性の

向上に寄与する DX化が加速化しており、会計システムを始めとする ITツールの導入に対して交付さ

れる IT導入補助金の利用も拡大しております。一方、ITツール導入企業は、ITツールの購入から IT

導入補助金の払い込みが行われるまでに数か月を要しており、その間の資金ニーズが顕在化しており

ます。当社は、当該資金ニーズに応えた債権のファクタリングを行うことにより、DX化の推進を資金

面からサポートし、成長が見込まれる市場での新たな収益基盤の構築を図るとともに、企業価値の向

上に取り組んでまいります。 

 

２． 本事業の概要 

(１) 本事業の内容 

 本事業は、セキュリティボックス株式会社(本社：東京都目黒区、代表取締役：伊藤和義 以下

「セキュリティボックス社」といいます)及びセキュリティゲート株式会社(本社：東京都渋谷区、

代表取締役：平野裕貴 以下「セキュリティゲート社」といいます)が、同社らの主力商品であり

IT 導入補助金の対象である「DX 帳簿」を事業者に対して販売するとともに、当該販売代金の一

部を事業者に対して融資した債権を譲り受けるものになります。当社が譲り受ける債権は、IT導

入補助金の審査に合格し、当該補助金の金額の範囲内で融資された債権であり、譲受と同時に債

務者対抗要件及び第三者対抗要件を具備する予定です。 
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なお、当社はセキュリティボックス社およびセキュリティゲート社と債権譲渡契約書を締結し、

2024年６月 30日時点の両社の債権を譲り受け、本事業を開始する予定です。 

 

(２) 本事業を担当する部門 

株式会社デジタルプラス フィンテック事業部 

 

(３) 本事業の開始のために特別に支出する金額及び内容 

セキュリティボックス社及びセキュリティゲート社から譲り受ける債権の取得価額として、 

約 100百万円を支出いたします。 

 

３． 日程 

取締役会決議日 2024年６月 27日 

事業開始日 2024年７月上旬 

 

４． 相手先の概要 

①セキュリティボックス社  

(１)名称 セキュリティボックス株式会社 

(２)所在地 東京都目黒区上目黒一丁目 16番 12号 

(３)代表者の役職・氏名 代表取締役 伊藤 和義 

(４)事業内容 コンサルタント事業、セキュリティ事業、システム開発 

(５)資本金 3,000万円 

(６)設立年月日 2015年 12月 14日 

(７)当社と当該会社の関係 記載すべき資本関係、人的関係、取引関係等はありませ

ん。 また、関連当事者にも該当いたしません。 

②セキュリティゲート社  

(１)名称 セキュリティゲート株式会社 

(２)所在地 東京都渋谷区渋谷三丁目５番 16号  

(３)代表者の役職・氏名 代表取締役 平野 祐貴 

(４)事業内容 補助金および助成金、給付金等の申請支援 

経営コンサルティング事業 

中小企業資金調達支援事業 

銀行融資支援コンサルティング 

リース、ファイナンスの窓口 

(５)資本金 3,000万円 

(６)設立年月日 2017年３月 13日 

(７)当社と当該会社の関係 記載すべき資本関係、人的関係、取引関係等はありませ

ん。 また、関連当事者にも該当いたしません。 

  ※大株主及び持株比率、最近 3年間の財政状態及び経営成績については、先方の要請により記載を省 

略いたします。 
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５． 今後の見通し 

2024年９月期の業績に与える影響は現在算定中であります。 

今後開示が必要な状況になった場合は、速やかに公表いたします。 

 

 

以 上 


